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昨日 ８月 22 日、林横浜市長は、横浜へのカジノ誘致を記者会見において表明した。 

横浜市はこれまで、我が会派が主張してきた市民の声を聞くための市民アンケートや、ハーバーリゾート

構想等のカジノに代わる市民のアイデア・意見の検討を実施していない。こうしたなか、市議会への説明も

経ず、突然、市の未来を大きく左右する重大な政策決定を表明したことは議会軽視と言わざるを得ない。我

が会派は、明確にカジノ誘致反対の立場に立ち、林市長に対し、カジノを横浜に誘致するとした判断を速や

かに撤回するよう、緊急要請する。 

 

記 

 

表明記者会見において、市民に対する裏切りではないかとの記者の質問に林市長は「裏切りではない」と

回答したが、 2017 年横浜市長選において林市長はカジノ誘致について「白紙」と明言し、選挙公報にもカ

ジノに関する言及は一切なかった。国論を二分するカジノ誘致の是非について明確に公約することなく当選

した市長が、多くの不安と反対の声が市民にあることを知りながら、一方的に「白紙」を撤回することは、

「白紙」が意味するもう一つの誘致断念との選択肢を期待し投票した市民にとっては、まぎれもない裏切り

とさえ言われている。「横浜は山下埠頭へのカジノ誘致を決めた」と表明した林市長の姿勢には、カジノ誘致

に関して市民に寄り添うことなく民意を見誤ったと厳しく指摘せざるを得ない。 

 

横浜は開港以来、賭博による様々な弊害から市民生活を守るため努力を重ねてきた港町である。その努力

のもとに健全に産業が育成するなか、行政が財政力向上を理由に自ら賭博場を誘致し、人々の不幸によって

利益を得、その 利益を市民福利の原資とすることを口実に賭博を推奨すれば、それは賭博によって生活を支

えることの全面容認につながり、後世に巨大な禍根を残すことは必至である。 

 

カジノは、現在既に、全国民の 3.6％も患者がいると厚生労働省により推定されているギャンブル依存症

を新たに生み出す施設となり、治安の悪化や風紀の乱れ、青少年の健全な育成へ悪影響を及ぼす懸念が絶え

ないものである。また、世界では、カジノが付帯するＩＲ運営には失敗例もあるなかで、カジノ経営の安定

性には定量的なエビデンスも示されておらず、事業継続性に確証が得られているとは言えない。昨日の記者

発表資料によれば、あらたに公表された市増収効果の数値も、平成 30 年度決算速報値である法人市民税の

総額約 620 億円を上回る 820～1200 億円との規模が示されており、カジノ誘致後の横浜は、もはやカジノ

無しでは市政運営が成り立たなくなることが容易に予測され、 横浜の健全な歴史を根底から覆し、後戻りの

出来ない重大な事態を招くことは明白である。 

 

我々、立憲・国民フォーラム横浜市会議員団は、横浜へのカジノ誘致には断固として反対する。そして今

後、横浜市のカジノ誘致に関する事業についてはこれを阻止していく。 

 

山下埠頭の再開発については、カジノを含まない、進取の精神で明るい未来を切り開いてきた市民の求め

る、横浜の歴史文化と風土にふさわしい、さわやかな港の姿をこそ模索していくべきである。 

 

横浜は 1859 年の開港から 160 年間、我が国が開国し西洋文化を摂取する玄関口としての名誉ある地位を

与えられ、先人たちはその名誉を守るため労を惜しまず努力を積み重ねてきた。我が会派は、その横浜の先

人たちの努力に感謝し、習い、報いるため、真に取り入れるべき西洋文化をこそ横浜に取り入れていく。そ

して、市民不在の市政には断固反対し、林市長に横浜へのカジノ誘致の撤回を強く求め、住民投票の実施も

視野に入れながら、カジノ誘致を阻止するため、あらゆる方法で民意を問う行動を起こしていく決意である。 


